
 
  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山山形形県県行行財財政政改改革革推推進進ププラランンにに基基づづくくここれれままででのの取取組組みみのの成成果果  

 

▶  

真

の豊か

さと幸

せを実

感でき

る山形 

◆ プランの基本的位置付け 【プラン推進期間：平成 29 年度～令和２年度】 

「山形県総合発展計画」を着実に推進 ▶  

真

の豊か

さと幸

せを実

感でき

る山形 

『人と自然がいきいきと調和し、 

  真の豊かさと幸せを実感できる山形』 

第３ 自主性・自立性の高い県政運営を支える基盤づくり 

             ～限られた行財政資源で最大効果の発揮～ 

《取組項目と主な実績》 

１ 県民のための県庁づくり 

  ○職員のワーク・ライフ・バランスを推進するための取組みを 

   実施 

・事務改善に係る優良事例を全ての部局に展開(会議資料の 

事前配付、メール件名設定ルールの徹底等)(H30～) 

・「山形県庁 NO残業デー」にあわせて一斉消灯を実施し、 

定時退庁の意識付けをより一層徹底(R1～) 

   ・モバイルワークや AI・RPAなど ICTを活用した働き方の 

見直し、事務効率化に向けた効果を検証(R1) 

  ○県政課題に的確に対応するための組織機構の改正 

   ・防災くらし安心部の新設 等(H31.4月) 

・みらい企画創造部、子育て若者応援部、産業労働部への 

改称 等(R2.4月) 

  

２ 持続可能な財政基盤の確立 

○ふるさと納税制度の活用による歳入の確保(H29～R1:12億円) 

○県有財産の売却・有効活用による歳入の確保(H29～R1:11億円) 

○事務事業の見直し・改善(スクラップ・アンド・ビルドの 

徹底による歳出の見直し及び業務量縮減の推進) 

・経費削減額(H29～R1)：110.8億円(一般財源) 

・削減事務量(H29～R1)：9.3万時間 

○新たな行政需要を踏まえ、スクラップ・アンド・ビルドの 

徹底による適正な定員管理を実施 

○臨時財政対策債と補正予算債等を除いた県債残高(実質負担 

分)の減少を推進(H15をピークに着実に減少) 

・H15決算→H30決算：▲2,529億円 

 
 

 

 

《《山山形形県県行行財財政政改改革革推推進進ププラランン》》  
行財政運営の全分野について不断の見直しを実施 

❒これまでの行財政改革の取組み［H29～R1］  

 

《取組項目と主な実績》 

１ 県内外への積極的な情報発信 

○本県の魅力や個性、強みを掲載した総合情報誌「真 山形」の 

 発刊(H31.3月) 

○山形県公式動画チャンネル「やまがた Channel」で山形県の 

 魅力を動画で配信(H29～R1：192本) 

○県ホームページシステムの再構築に着手(R1～) 

 

２ 県民との対話を重視した県政運営 

○若者、女性、高齢者、団体等、幅広い県民各層との直接対話 

の推進(H29～R1) 

・「知事と若者の地域創生ミーティング」の開催：25回 

・「知事のほのぼの訪問」の開催：23回 等 

○審議会等の委員に女性や若者を積極的に選任 

      

３ 県政運営の透明性の確保 

○「事故・事件の発生時における公表に関するガイドライン」 

 の策定(H30.10月) 

○「山形県オープンデータカタログ」の公開データを拡大・ 

充実(R1：221セット) 

 

４ 県民の期待に応える信頼性の高い県政運営 

○内部統制制度の試行(R1.8～2 月)及び本格運用の開始(R2.4 月) 

○事業レベルの PDCAとして事業の内部及び外部評価を実施 

○「山形県 ICT推進方針」の策定(H31.3月) 

 

 ５ 県民の安全・安心を守る危機管理機能の充実 

○総合防災訓練や図上防災訓練等の実施と県民の参加を促進 
 
 

 

 

第２ 県民視点に立った県政運営の推進 

～情報発信力の強化と透明性の向上～ 

第１ 県民参加による県づくりの推進 

～多様な主体との連携・協働による地域の力の結集～ 

《取組項目と主な実績》  

１ 県と市町村との連携・協働 

○R2.4月に「ふるさと山形移住・定住推進センター」を設立 

○「やまがた移住定住・人材確保推進協議会」による本県へ 

 の移住及び就業の促進 

・移住セミナーの開催、山形の暮らしと仕事の体験事業 等 

  ○山形市の円滑な中核市移行を支援(H31.4月移行) 

   ・中核市移行に伴い 2,543事務を県から市へ移譲 

  ○山形市を中心都市とする連携中枢都市圏の形成を支援 

・連携協約の締結(R2.1月),都市圏ビジョンの策定(R2.2月) 

  ○県内市町村の自治体クラウド導入について支援 
 

２ 県民・NPO・企業・大学等との連携・協働 

  ○「やまがた社会貢献基金助成事業」により子育て支援や 

まちづくり等に取り組む NPOの活動を支援 

・助成事業:119件(H29～R1)、助成額:85百万円(H29～R1) 

○幅広い業種の民間企業との包括連携協定締結に基づく 

取組みの実施(14件締結) 

・企業のネットワークと販売網を活かした「やまがた百名 

山」等の PRや保険外交員による県政情報の発信等 

○首都圏大学等との学生 UIターン就職促進協定による県内就 

職の促進及び就職活動の支援(20大学等と協定締結) 

   ○大学,市町村,県住宅供給公社と連携した空き家対策の実施 

   ・空き家リノベ買取再販（上山市・遊佐町） 

・空き家リノベ定住促進賃貸住宅の供給（鮭川村） 

・準学生寮の整備及び管理開始（山形市） 
 

３ 民間活力の活用 

○直営の公の施設における指定管理者制度の新規導入・更新 

○県立高校の改築整備における PFI手法の導入 

 

 

 

資料２－１ 


